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中島公園民間活力導入可能性調査業務委託仕様書

１ 適用範囲

この業務仕様書は、室蘭市（以下「発注者」という。）が受注者に委託して行う「中島公園

民間活力導入可能性調査業務委託」に適用するものとする。

２ 委託の目的

中島公園については、室蘭市体育館の移転による跡地の活用方法の検討が課題となっており、

各種計画においてもP-PFIなど民間活力の導入を基本と位置づけ、持続可能な公共空間の形成を

目指している。利用者への事前アンケートや室蘭工業大学の研究により、子育て支援などの求

められる機能・コンセプト等は明らかにしたところだが、民間事業者のノウハウを活かし、中

島公園が有するポテンシャルを十分に使いこなすことで、公園周辺への定住を促進するため、

事業者の参入意向等を把握することを目的とする。

３ 履行期間

契約締結の日から１８０日間

４ 業務内容

（１） 事業スキームの検討

事業スキームの検討については、発注者がまとめる基本条件（対象施設の概要や利用状況

など本業務の検討に必要な事項）を受注者に提供するので、基本条件に基づき以下の検討を

行うこと。

ア 事業適用範囲の検討

施設整備から管理運営面において民間事業者が行う事業の範囲を検討するとともに、地

区の活性化等に資する民間機能の導入可能性について検討する。

イ 事業スキームの検討と比較

本事業への適用が考えられる事業スキームを事業期間や業務分担等、前項に基づく検討

結果のほか、事例などを参考にしながら複数案を比較検討する。

ウ 事業リスクの整理

検討した事業スキームについて、事業リスクの整理及び官民のリスク分担を整理する。

（２） 民間事業者参入意向把握調査

事業スキームの検討結果を踏まえ、本事業への参画が見込まれる民間事業者（建設、不動

産、維持管理・運営、金融機関、アウトドア系事業者等）について、室蘭市地元事業者を含

む北海道内外から抽出し、事業への関心や参入の条件、管理運営面の担い手、事業性が見込

める民間機能等についてヒアリングやアンケート等の必要な調査を実施する。

ア ヒアリング・アンケート調査対象の抽出

参入が見込まれる民間事業者に対して幅広く実施することになるが、丁寧な聞き取りを

行うこと。対象となる事業者については、提案を基に発注者と協議しながら決定する。ヒ

アリングの実施は最大５事業者程度を想定。
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イ 調査内容の検討

事業スキームや事業期間に対する意向等を調査するほか、他の街区公園も含めた管理運

営や具体的な担い手等を調査する。内容については、提案を基に発注者と協議しながら決

定する。

ウ アンケート・ヒアリングの実施

ヒアリングの実施は最大５事業者程度を想定。

（３） 経済性の検討

ア 経済性の検討に係る前提条件の整理

検討した事業スキームに基づき、経済性の検討に必要な前提条件について検討を行う。

① 概算工事費

施設整備に係る概算工事費を想定する。

② 維持管理運営費の想定

施設運営に係る維持管理費を想定する。

③ その他

割引率の設定や国庫補助金活用その他経済性検討に必要な条件等を想定する。

イ ＶＦＭの検証（概算）

従来方式による事業費と上記の検討によるライフサイクルコスト（ＬＣＣ）を比較検討

し、ＶＦＭを検証する。

ウ 回収可能となる整備費の算出（概算）

ヒアリング・アンケート調査結果を基に、事業実施において施設整備を要する場合は、

前項の検証と併せて検討するとともに、事業実施後に回収可能となる整備費の算出や事業

期間を検討する。

（４） 調査のまとめと課題の抽出

事業者ごとの事業スキーム、概算事業費、スケジュール、メリット・デメリット等を比較

整理する。

（５） 打合せ協議

打合せ協議は着手時、中間３回、納品時の５回を基本とする。

５ 業務計画書の提出

（１）受託者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成の上、発注者に提出し、承認を得る

こと。

（２）業務計画書には、下記事項を記載すること。

①業務概要 ②実施方針

③工程表 ④業務実施体制

⑤打合せ計画 ⑥成果品の内容

⑦使用する主な図書及び基準 ⑧連絡体制（緊急時を含む）

⑨照査計画 ⑩その他必要事項

（３）受託者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にした上でその都度、

発注者に変更業務計画書を提出し、承認を得なければならない。
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６ 成果品

（１）本業務が完了した時は、成果品を以下のとおり作成する。

① 報告書（本編） ２部

② 報告書（概要版） ２部

③ 上記電子データ １部

（２）報告書は、発注者が編集可能な形式で作成すること。

（３）原則としてＡ４縦型左綴じ製本とすること。

（４）概要版に掲載する内容については、発注者と協議すること。

７ 業務実績情報システム（テクリス）への登録

受託者は、契約時又は変更時において、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・

変更・完了・訂正時に、業務実績情報を「登録のための確認のお願い」により業務担当員の確

認（記名・押印）を受けた上、受注時は契約締結後１５日（休日等を除く）以内に、登録内容

の変更（「委託期間」「技術者（管理技術者等）」の変更）時は変更があった日から１５日（休日

等を除く）以内に、完了時は完了検査合格後１５日（休日等を除く）以内に、訂正時は適宜、

登録機関に登録申請をしなければならない。「登録のための確認のお願い」については、業務担

当員が記名・押印した原本を受託者が保管し、複製を委託者が保管するものとする。また、登

録が完了した際には、登録機関発行の「登録内容確認書」をダウンロードし、直ちに業務担当

員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が１５日間（休日等を除く）に満た

ない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。

８ その他

（１）本業務の実施に当たっては、十分な業務遂行能力を有する適正な人員と体制を確保し、関

係法令及び条例等を遵守するとともに、発注者と連絡調整を密にすること。

（２）本業務の実施にあたり疑義が生じた場合は、速やかに発注者と協議し、その指示に従うこ

と。

（３）貸与する資料は、発注者の請求があったとき、又は業務完了時のいずれかの時期までに返

却すること。

（４）受託者は、室蘭市から提供を受けた資料及び業務上知り得た事項等を第３者に漏らしては

ならない。

（５）本業務中に第３者から受けた又は、与えた損害については、受託者の責任において処理し、

これらにかかる費用は、すべて受託者が負担するものとする。本業務終了後といえども受託

者の瑕疵等に起因する不良な箇所が発見された場合は、速やかに修正やその他必要な作業を、

受託者の負担において行うものとする。

（６）本業務の成果品に係る著作権については、発注者に帰属する。

（７）個人情報の取扱については、十分に注意すること。

（８）本業務の完了後といえども、受託者の失策または不備が発見された場合、速やかに書類及

びデータ等の訂正をしなければならない。これに要する経費は受託者の負担とする。
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（９）受託者は成果品の提出前に、その内容について管理技術者等が入念に照査検討を行い提出

すること。

（１０）本委託業務の遂行にあたり、一定程度の方向性を示した中間報告資料を作成し、発注者

が必要とする時期（８月中旬頃）に提出するものとする。

（１１）本委託業務の遂行にあたり、内閣府との協議資料の作成を必要に応じて依頼することが

あるため、発注者と協議の上作成するものとする。

（１２）本仕様書に定めのない事項については、その都度発注者と協議すること。


